
3 款 2 項 7 目

17 年度 設定なし

40,194

0.12
8,135
0

976
0

0
24,144

5,148
34,207
1,501
0
0
0

488
0

8,135
0.060.12

8,135
0

976
0

24,725
0

6,299
41,945

0.12
7,999
0
959
0

25,382
0

5,256
42,363

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
72,042
959
0

71,993
976

72,969 35,708
488

35,220 68,510
976

69,486

対象となる乳幼児の世帯の方に対し、届出を行っていただけるよう市民課と連携し、適正な取扱いを行なう。
小学生の入院助成については、広報紙に掲載するとともに、教育委員会と連携し、小学校への周知を行なう。

乳幼児及び児童の医療費の一部をその保護者に助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、
保健の向上と福祉の増進を図る。

事業の目的

対象となる乳幼児の入院・通院にかかる医療費及び児童の入院にかかる医療費の自己負担分を助成する。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

保険年金課

伊予市乳幼児及び児童医療費の助成に関する条例
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

宮岡 隆
所管課情報 担当課： 524

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 　伊予市に住所を有する６歳までの乳幼児及び６歳から12歳の児童の保護者

福岡 富美子

評価対象外事業
乳幼児医療費助成事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
保健・医療の充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

35421
71993

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
年間扶助費（医療費助成額）
医療費助成対象件数

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

72042
34337件

千円 68510
33993

35220
16824

369,90073,98073,98073,98073,98073,980
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-
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成果指標
１件当たりの医療費助成額＝年間扶助費÷医療費助成対象件数

0020152098

平成２６年度から、入院費助成対象を中学生まで拡大することとなった。給付されるべき医療費が給付さ
れないことがないよう、対象となる児童の保護者に対し、届出を行なっていただけるよう制度の周知を徹
底していかなければならない。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

１件当たりの医療助成額を指標とし、子育て世帯の経済的負担の軽減の成果を測る。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標27年度
0020322049

受益者負担の適正 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 4

コスト効率 4

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

課題認識

医療費の負担を軽減することは、子どもたちの健やかな育成環境づくりに必要であるので、制度が安定的
に運営されように、積極的に制度の周知を図る必要がある。

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
 評価委員会抽出事業

コスト効率 4
受益者負担の適正 4

B

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・大変良い事業だと思う。・平成26年度から、入院助成対象が中学生まで拡大するということは望ましいこ
とだと思う。・県内では既に14市町が中学校まで拡大している。伊予市も是非定着させていただきたい。初
年度には周知徹底を。

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


